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男性高齢者の通所型介護予防事業評価による
地域包括ケアシステムの検討

祝原あゆみ1，伊藤　智子2

本研究の目的は，人口流出が続く地区の男性高齢者による通所型介護予
防事業の評価を通して利用継続の要因を明らかにし，男性高齢者の社会参
加の視点から地域包括ケアシステムの充実について検討することである。
研究方法として，通所型介護予防事業を利用する男性高齢者 8 名を対象に
半構成的個別インタビューを実施し，質的記述的に分析した。通所型介護
予防事業を継続的に利用する男性高齢者には“利用前からある特性”があ
り，“教室に対する前向きな認識”を持ち，さらに“変化の実感”を経験
していることが明らかとなった。健康への関心が高く高齢者の社会参加に
対する意義を理解しているという特性をもつ男性高齢者が，事業に対して
健康を維持できる居心地のよい場所であり自分のためになると肯定的に評
価し，継続的に利用している可能性が示唆された。男性高齢者による地域
へのニーズは，“現在の生活の持続”，“現状維持のための方策”，“地域を
挙げた支え合い”の 3 点に集約された。本研究の対象地区では地域住民を
中心とした互助のしくみが既に存在しているが，男性高齢者からはその安
定と発展が必要と認識されていた。当該地区の男性高齢者において地域包
括ケアシステムが目指す住み慣れた地域での生活の継続を実現するために
は，高齢者が通所型介護予防事業等の社会活動に継続的に参加できるよう
な，地域を挙げた支え合いによる互助のしくみの充実が課題であると考え
られる。
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Ⅰ．緒　　言

2017 年 4 月から全国の市町村で実施されてい
る「介護予防・日常生活支援総合事業（以下，「総
合事業」とする）」では，地域の支え合いによ
る地域包括ケアシステム構築が前面に押し出さ
れ，地域住民の自主性や主体性に基づき，地域

の特性に応じてつくりあげていくことが必要と
されている 1）。そのため，ボランティアや NPO
等の多様な主体による事業提供や，高齢者の社
会参加・社会的役割による介護予防効果が期待
されている 2 ～ 4）。

A 市の中でも少子高齢化が進む B 地区および
C 地区では，住民等で組織する NPO 法人（以下，

「NPO」とする）が市からの委託を受け，総合
事業通所型サービス A として介護予防教室（以
下，「教室」とする）を実施してきた。A 市保
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健師や地域包括支援センター職員によると，市
内各地域で行われている総合事業では男性参加
者が少なく，活動開始当初は参加していても
徐々に少なくなっていくことが多いが，本教室
の男性利用者は人数が多く，かつ継続的に参加
している。先行研究において，男性高齢者は介
護予防事業への参加が少ないこと 5），定期的な
グループ活動等の対人関係を前提とする活動で
は女性よりも不活発であること 6）が指摘されて
いる。一方で，安心して現在の地域に住み続け
るために「近所の人との支え合い」が必要と認
識している高齢者は多い 7）。また，男性高齢者
については地域での社会活動への参加と介護予
防との関連が報告されており 8 ～ 10），情緒的サ
ポートの受領や社会参加およびネットワークの
重要性が指摘されている 11）。地域包括ケアシス
テムの「互助」は地域の生活課題を解決し合う
住民の相互行為とされる 12）。NPO の活動は互
助に相当するものである。社会資源に乏しい地
区の地域包括ケアを推進していくためには男性
高齢者の社会活動への参加を促す取り組みを進
めることが必要であり，公助や共助の活用とと
もに地区における互助の充実を図ることが重要
であると考えた。

本研究の目的は，男性利用者による教室の評
価を通して，B 地区と C 地区に居住する男性高
齢者が通所型の介護予防事業を継続的に利用す
る要因を明らかにし，男性高齢者の社会参加の

視点から同地区における地域包括ケアシステム
の充実について検討することである。男性高齢
者の教室への評価や地域へのニーズを明らかに
することにより，今後の教室運営や両地区にお
ける地域包括ケアの方向性を検討する一助とす
ることが期待できる。

Ⅱ．研究方法

１．用語の定義
本研究において「社会活動」とは，平野によ

る高齢者の社会活動の定義を参考として 13），「家
族以外の身近な人との相互交流や集団・組織へ
の参加，また時間を自分の楽しみのために使う
個人的な活動を通じた社会との関わり」とした。

２．研究デザイン
教室の男性利用者への半構成的個別インタ

ビュー（以下，インタビュー）による質的記述
的研究とした。

３．研究対象
１）B 地区・C 地区の概要

B 地区と C 地区は 2 地区併せた人口が 1,600
人余り，世帯数は 600 余りで，地区の高齢化率
はそれぞれ 50％に迫る，人口流出と少子高齢化
が進む地区である（2020 年 12 月末現在 14））。A
市北部に隣り合わせて位置し，海と山に囲まれ，

表１　教室の概要
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海岸部であっても平地はわずかで山間地域が多
い。住居の多くは急な坂道に沿って建てられて
いる。地区内の生活インフラや医療機関等は乏
しく，生活必需品の購入や受診には地区外へ出
かける住民が多い。2015 年 12 月に地区住民を
中心とした地域包括ケアの実現を目指す NPO
が発足し，近隣大学のサポートを得ながら生活
支援や介護予防等の活動を展開してきた。
２）NPO が実施している介護予防教室

A 市より指定を受けた NPO が，総合事業の
通所型サービス A として 2017 年 4 月から開始
した。対象は B 地区と C 地区に居住する概ね
80 歳以上の高齢者である。当初は週 1 回木曜日
開催の教室であったが，利用希望者の増加に対
応するため，2019 年 6 月から月曜教室および木
曜教室として教室を 2 つに分けて実施している

（表 1）。2019 年 11 月時点において，木曜教室
の定員 20 名のうち 8 名が男性利用者であった。
利用希望者は女性を中心に増加しているが，本
教室は比較的多くの男性利用者が継続的に参加
していることが特徴と言える。
３）インタビュー対象者

2019 年 11 月時点において教室利用中のすべ
ての男性高齢者8名とし，全員からインタビュー
への協力を得た。8 名とも C 地区に居住し，年
齢は 78 歳から 89 歳，5 名が高齢者夫婦世帯，2
名が妻の介護をしていた。教室利用期間は 5 か
月から 2 年 9 か月で，教室開始当初から参加し
ている人がほとんどであった。

４．データ収集方法
研究代表者から NPO へ本研究について説明

し，インタビュー実施への協力の承諾を得た。
また，教室実施を NPO に委託している A 市総
合事業担当課に研究実施について承諾を得た。

研究者から対象者全員に研究の説明および協
力依頼を直接行い，意思表示書の提出により協
力の意思を示した対象者にインタビューを実施
した。意思表示書の回収やインタビューの日程
および場所の調整は研究者が対象者に直接，あ
るいは NPO の仲介を得て行った。

インタビュー実施の際には，対象者に研究内
容と倫理的配慮を改めて説明し，同意書への署

名によって最終的な協力の同意を得た。インタ
ビューでは，日頃の健康習慣，教室利用開始の
きっかけ，好きな教室プログラム，自身が感じ
ている教室の効果，今後希望する生活のための
教室や地域に対する要望等で構成したインタ
ビューガイドにより，対象者に自らの現状や思
いを語ってもらった。1名あたりのインタビュー
に要した時間は 50 分から 70 分であった。イン
タビュー内容は，対象者の了解を得て IC レコー
ダーに録音した。調査期間は 2019 年 11 月から
2020 年 1 月であった。

５．分析方法
インタビューによって得られたデータから逐

語録を作成した後，教室利用を継続している理
由や自身が住む地域に対して感じることおよび
求めることに関連する語りを抽出しコード化し
た。教室の概況や背景を考慮しながら類似の
コードを集約して抽象化し，サブカテゴリとカ
テゴリを生成した。分析過程においては，研究
対象者によるメンバーチェッキングでデータの
信頼性を，また，研究者間での検討を重ねるこ
と並びに研究協力者からのスーパーバイズを受
けることで分析の妥当性を確保した。

６．倫理的配慮
本研究実施にあたっては，研究協力への自由

意志の尊重，インタビュー後の同意撤回の保障，
個人情報の保護等について文書と口頭により十
分な説明を行い，研究協力者と対象者の同意を
得た。インタビューは対象者の体調をみながら
実施し，時間が長くなりすぎないよう留意した。
また，対象者が自分の思いを表出できるように
本人が安心して話せる場所でゆったりとした雰
囲気で話ができるよう配慮した。本研究は島根
県立大学出雲キャンパス研究倫理審査委員会の
承認を得て実施した（承認番号 294）。

Ⅲ．結　　果

対象者が教室を継続的に利用する要因として
40 のサブカテゴリと 12 のカテゴリ，さらに 3
つのコアカテゴリが生成された。また，地域に
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対するニーズとして 21 のサブカテゴリと 7 つ
のカテゴリ，さらに 3 つのコアカテゴリが生成
された。以下，コアカテゴリを“　”，カテゴ
リを【　】，サブカテゴリを＜＞で示す。

１．男性高齢者が教室を継続的に利用する要因
生成された 12 のカテゴリからコアカテゴリと

して，“利用前からある特性”，“教室に対する前
向きな認識”，“変化の実感”を生成した（表 2）。
１）利用前からある特性

教室利用前の対象者は【家でほとんどするこ
とがない】状況にあり，利用開始のきっかけは
民生委員や NPO 関係者等【よく知る人からの
誘いと後押し】によるものであった。中でも＜
妻からの後押しがあって参加している＞人が複
数あった。また【自分なりの健康習慣】や，【長
年にわたる地域貢献の経験】を持っていた。
２）教室に対する前向きな認識

対象者は教室に参加することで【皆との交流】
を楽しんでいた。教室では＜体操が健康のため
にちょうどよい＞＜歌を歌うのが好き＞＜ス
タッフのレクリエーションが好き＞等【身体を
つかうプログラム】が好評であった。【皆との
交流】や【身体をつかうプログラム】には緊張
感による【努力と挑戦の意識】が必要なことも
あるが，【スタッフや地元住民の心づかい】に
より【何となく参加し続けたい】思いにつながっ
ていた。
３）変化の実感

対象者は教室利用によって他者との交流の機
会が増えたことによる，自分や他の利用者の【身
なりや雰囲気の変化】を感じ取っていた。また，
週 1 回の教室利用により＜ 1 週間の生活リズム
ができた＞等【生活習慣の変化】を自覚してい
た。教室をきっかけに＜教室の話が妻とのコ
ミュニケーションになっている＞＜近所の人に
教室の様子を話して誘っている＞等，【家族や
近隣住民との交流の増加】がみられていた。

２．男性高齢者の地域に対するニーズ
対象者が地域に対して感じることや求めるこ

とより生成された 7 つのカテゴリから，コアカ
テゴリ“現在の生活の持続”，“現状維持のため

の方策”，“地域を挙げた支え合い”を生成した
（表 3）。
１）現在の生活の持続

口数の少ない対象者からは【要望はない】と
いう意見もあったが，対象者は概ね＜元気なう
ちは自分の家で住み続けたい＞と望んでおり，

【自宅での生活の継続】ができればそれでよい
と考えていた。
２）現状維持のための方策

対象者は【自宅での生活の継続】のためには
【健康状態の維持】が必要であると考えていた。
C 地区に住み続けるにはその居住環境から＜坂
道が多い地区なので足が大事＞であり，対象者
は何とか＜現在の調子を維持して生活を続けた
い＞と考えていた。また，＜受診や買い物には
地区外に出かける必要がある＞ことから＜車が
運転できた方が生活に便利＞であり，【地区外
への移動手段の確保】が必要であった。現状に
おいて対象者は【親族や近隣住民とのつながり】
の中で生活できており，今後も必要な要素と認
識していた。
３）地域を挙げた支え合い

対象者は空き家の増加や少子化から【人口流出
に対する寂しさ】を感じつつ，地域の＜体制整
備やネットワークづくりが難しくなってきてい
る＞＜地域のリーダーや近隣同士の連帯感が必
要＞と認識していた。地区内にある高齢者支援
のしくみの維持発展により地域における支え合
いが充実するためには【支え合い活動への地域
の理解】が必要であると考えていた。

Ⅳ．考　　察

１．男性高齢者が通所型介護予防事業を継続的
に利用する要因

本研究において男性高齢者が通所型介護予防
事業を継続的に利用する要因は“利用前からあ
る特性”，“教室に対する前向きな認識”，“変化
の実感”の 3 つに整理された。

本研究の対象者が教室利用を開始した直接的
な理由は【家ではほとんどすることがない】状
態にあったり【よく知る人からの誘いと後押し】
を受けたりしたことであるが，もとから【自分
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表２　教室を継続的に利用する要因
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なりの健康習慣】を持っていることや【長年に
わたる地域貢献の経験】は，利用を継続してい
る男性高齢者の特性であると考えられる。健康
維持への関心が高く，高齢者が社会活動へ参加
する意義について身をもって感じている人々で
あると推測する。この特性が基盤となって教室
の継続的な利用につながっている可能性がある。

対象者の“教室に対する前向きな認識”とし
て，【身体をつかうプログラム】が挙げられた。
男性高齢者は課題指向性が強く，目的が明確な
活動に参加する傾向があることが報告されてい
る 15 ～ 17）。40 分間じっくり取り組む体操だけで
なく，歌を歌うことや身体を動かすレクリエー
ションが健康維持のために役立つという評価に
よって利用が継続されている可能性は高い。ま
た，対象者全員が【皆との交流】ができるので
教室が好きだと語っていた。人前に出ることで

緊張したり体操が上手くできなかったりする人
も【努力と挑戦の意識】をもって参加し続けて
いた。これらのことから，近隣住民との茶話会
を中心としたサロン活動にはなかなか参加しな
い男性高齢者であっても，他者との交流を望ん
でいることが明らかになった。加えて毎週のプ
ログラムから【スタッフや地元住民の心づかい】
を感じることで，男性高齢者にとって教室が社
会とのつながりや安心感の獲得 16）の場になっ
ていると考えられる。健康維持とともにつなが
りの実感が男性高齢者の自己肯定感の向上に寄
与しているのではないかと考える。積極的に参
加しているような言動がなくとも【何となく参
加し続けたい】という思いを持っていることが
その表れであると推測する。男性高齢者自身の
目的に沿った活動の場というだけでなく，社会
とのつながりや安心を感じられる場であると

表３　地域に対するニーズ
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いう要素が加わることで，教室が男性高齢者に
とって居心地のよい場所と評価され，利用継続
の要因になっていると考えられる。

対象者は教室の継続利用によって，自身や他
の利用者に起きている様々な“変化の実感”を
体験していた。先行研究では総合事業利用者が
事業への参加をきっかけとして社会参加を拡大
した可能性が報告されており 18），本研究におい
ても【家族や近隣住民との交流の増加】があっ
たことから同様の傾向がみられた。松本らは高
齢であるほど社会的ネットワークが縮小し精神
面に影響することを指摘している 19）。本研究
の対象者は後期高齢者であり社会的ネットワー
クが縮小に向かう可能性をもつが，教室利用に
よって交流が教室内や家族内だけでなく近隣住
民にまで広がっていることは，男性高齢者に
とって精神的健康維持のために重要な要素だと
考えられる。【身なりや雰囲気の変化】や【生
活習慣の変化】も含めた“変化の実感”により
教室が自分のためになると肯定的に評価し，継
続利用につながっていると推測する。また，本
研究の対象者は高齢者夫婦世帯が多かったこと
もあり，妻の介護中であることや＜妻からの後
押しがあって参加している＞こと，＜教室の話
が妻とのコミュニケーションになっている＞等，
妻に関する語りが随所にみられた。地域在住男
性高齢者の社会的役割や余暇活動に配偶者が影
響を与えることが報告されていることから 19, 20），
男性高齢者が家の外へ出かける行動には妻の存
在が強く働いていると推察された。妻や他の家
族が男性高齢者の好ましい変化を認識すること
により，教室利用継続をさらに後押しする可能
性もある。

２．B 地区および C 地区における男性高齢者の
ニーズと地域包括ケアシステムの充実

本研究において男性高齢者による地域への
ニーズは“現在の生活の持続”と“現状維持の
ための方策”，“地域を挙げた支え合い”の 3 点
に集約された。
【自宅での生活の継続】はすべての対象者の

希望であると言える。徒歩を中心とした移動に
は体力を必要とし【人口流出に対する寂しさ】

を感じる地域にあって，【要望はない】という
思いは地域に期待することはないと受け取るこ
ともできるが，“現在の生活の持続”という，
長年その地で生活してきた人にとって当然の望
みが叶えばそれだけでよいとも解釈できる。
“現在の生活の持続”を目的とした“現状維

持のための方策”として，男性高齢者には【健
康状態の維持】と【地区外への移動手段の確保】
が不可欠との自覚があるため，健康維持を目的
とした教室利用へつながっていると言える。ま
た，子や孫との頻繁なやり取りや近隣住民との
付き合いは，男性高齢者の生活への援助ととも
に精神的な支えになっていると考えられる。先
行研究にて近所付き合いと日常生活における助
け合い意識との関連が報告されており 21），家族
だけでなく【親族や近隣住民とのつながり】を
保つことは，高齢者にとって“現在の生活の持
続”のための重要な要素である。

一方で，頻繁なやり取りがあるとしても子
や孫が地区外に住んでいることが多い現状で
は“地域を挙げた支え合い”が必要となる。国
が推進する地域包括ケアシステムでは地域の自
主性や主体性が求められ互助が強調されている
が，人口減少が著しい地方の地域包括ケアシス
テムにおいて地域住民の助け合いの状況は非常
に厳しい現状にある 22）。本研究の対象者も，人
口流出という現実とともに住民同士の関わり方
について＜体制整備やネットワークづくりが難
しくなってきている＞＜地域のリーダーや近隣
同士の連帯感が必要＞と感じていた。2012 年 4
月に地域包括ケアの推進とそのシステム構築を
新たな主軸とする改正介護保険法が施行された
後，B 地区と C 地区では NPO が地域包括ケア
の架け橋となるべく高齢者を支える活動を展開
してきた。両地区では支え合い・助け合いの組
織やしくみが既に存在していると言えるが，男
性高齢者からは，そのしくみの安定と発展のた
めに【支え合い活動への地域の理解】が必要と
認識されており，地区内の互助の動きは一部の
住民にとどまっている可能性がある。人口流出
を止められない中，地区に残った人々で今後ど
う生活していくかを考えなくてはならない。地
域住民の中でも特に男性は，退職を契機として

男性高齢者の通所型介護予防事業評価による地域包括ケアシステムの検討
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自己の課題を明確化し地域におけるつながりを
求めるとも言われている 13）。【支え合い活動へ
の地域の理解】を得て互助を充実させた地域包
括ケアシステムを構築するには，共感体験とし
て教室をはじめとする NPO の活動を地区全体
に知ってもらう取り組みや，退職の時期にある
住民を支援者として地域の社会活動へ巻き込む
ような働きかけが有用であると考える。

B 地区と C 地区の男性高齢者にとって，地
域包括ケアシステムが目指す住み慣れた地域で
の生活の継続を実現するためには，通所型介護
予防事業等の社会活動に継続的に参加できるよ
う，地域を挙げた互助のしくみの充実が重要で
あることが示唆された。

３．本研究の限界と今後の課題
本研究では少子高齢化が進む限定的な地域に

居住する後期高齢者の男性を対象としたため，
利用している介護予防事業に対する評価や地域
に対する考え方について，すべての男性高齢者
の特性として示すには限界がある。また，地域
包括ケアシステムの互助の役割は地域差が大き
いことを前提とすべきであり，本研究の対象地
区に必要と考えられる互助について一般化する
ことは難しい。今後は研究対象地域を広げ，少
子高齢化が進む地域のより多様な条件の中で生
活する男性高齢者の介護予防活動や社会活動の
実態を調査し比較しながら，互助のあり方をさ
らに検討していく必要がある。

Ⅴ．結　　論

男性高齢者が通所型介護予防事業を継続的に
利用する要因は，“利用前からある特性”，“教
室に対する前向きな認識”，“変化の実感”に整
理された。健康維持への関心が高く高齢者の社
会参加に対する意義を理解している特性をもつ
男性高齢者が，事業に対して健康を維持できる
居心地のよい場所であり自分のためになると肯
定的に評価し，継続的に利用している可能性が
示唆された。また，男性高齢者による地域への
ニーズは，“現在の生活の持続”，“現状維持の
ための方策”，“地域を挙げた支え合い”の 3 点

に集約された。B 地区と C 地区の男性高齢者に
おいて，地域包括ケアシステムが目指す住み慣
れた地域での生活の継続を実現するためには互
助の充実が重要であり，通所型介護予防事業等
の社会活動に継続的に参加できるよう，地域を
挙げた支え合いが課題であると考えられる。
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